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1. 研究背景・目的 

近年、警察庁による「自転車の安全利用の促進に関

する提言(2006 年)」や国交省との「自転車走行環境

の整備について(2007 年)」の通達、さらには道路交

通法の改正(2015 年)により、通行路の整備と通行方

法の厳格化が進められている。一方で、真に安全な自

転車利用の実現を目指して、自治体による条例化の

動きも活発である。しかし、条例制定の必要性、その

背景や目的、さらには条例制定による施策展開への

効果は明らかにされていない。 

そこで、本研究では、自転車の安全な利用に関する

条例の制定状況や条文項目について、ホームページ

(以下 HP とする)や自治体へのアンケート調査を実

施し、その実態を把握した上で、それらの特徴的事項

(特に重点施策の設定とその進捗状況)を抽出し、条例

化による効果と課題を検討することを目的とした。 

2. 研究方法 

 まず、先行都市の資料 1), 2)と HP 調査により条例

制定自治体を抽出し、条例制定の時期、府県と市によ

る条例内容の相違を調べた。次に、条例制定都市に対

するアンケート調査によって、各自治体の条例制定

の背景と目的、条例制定の効果と課題などを明らか

にするとともに、特に、条文に規定された重要項目が

どのように施策展開につながるのかを分析すること

とした。 

3. ＨＰ調査による条例制定の実態把握 

(1) 調査対象の抽出 

既存の資料と HP 調査によると、平成 29 年 2 月現

在で条例制定自治体は 48、制定予定 1であったこと

から、これらの自治体に調査協力を依頼した(図-1)。

その結果、41 の自治体から回答を得たが、駐輪に関

する条例と回答のあった 2 市を除き、39 の自治体を

分析対象とした。 

(2) 制定時期による条例の比較 

 主な項目が導入された年とその内容を整理してみ

ると、点検・整備、安全教育、警察等との連携、ヘル

メット着用義務、保険加入義務へと変遷しており、必

要な施策に対しては「努力義務」から「義務」化が進

められているようである(表-1)。 

 

図-1 年度別条例制定の推移 

 (2) 制定時期による条例の比較 

 主な項目が導入された年と代表例を整理してみる

と、駐輪対策から点検・整備、安全教育、警察等との

連携、ヘルメット着用義務、保険加入義務へと変遷し

ており、必要な施策に対しては「努力義務」から「義

務」化が進められているようである(表-1)。 

表-1 制定年月による条例の比較 

 

(3) 府県と市の条文構成の比較         

府県と市による主要項目の違いをみると、府県は

保険加入やヘルメット着用等の義務化のように広範

に適用される内容、市はそれぞれの特徴に応じた内

容となっており、安全教育や利用環境向上、関係者
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高齢者ヘルメット努力
ヘルメット義務(重要)
ヘルメット努力義務 ⇒ ⇒ ⇒
点検整備促進 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒
保険加入義務

保険加入努力 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒
駐輪場・放置自転車規定

安全教育等(含講習) ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒
広報及び啓発等 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒
利用環境の促進・向上 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒
関係団体への活動支援 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒
保険推奨(小売業者) ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒
点検・整備(小売業者) ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒
警察との連携 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒
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との連携等は共通項目となっている。このことは、

都道府県条例が全域に適用されることを想定してい

るためと考えられる。 

4. 重要項目の規定による効果と課題 

 (1)重要項目の抽出 

条例で規定された項目は、施策を進める上で重要

な意味を持つと考えられる。そこで、指摘された重 

要項目をみると、「各主体の役割・責務」と「交通安

全教育の充実」が上位にあることがわかる(図-2)。 

そこで、以降では、この 2 つの項目について、条

例制定の背景と目的、条例制定により進めやすくな

った施策、及び優先すべき施策との関連性を調べる。 

 
図-2 重要項目の抽出 

(2)各主体の役割・責務と施策展開との関連性 

 「各主体の役割・責務」が規定される背景には、「自

転車関連事故の増加」や「市民意識の欠如」があり、

それらは、「自転車関連事故の抑止」と「交通安全教

育の充実」を目的としているケースが多いことから、

相互に関連性があると考えられる(表-2)。 

表-2 主体の役割・責務規定の背景と目的 

 

一方、各主体の役割・責務項目を規定している自

治体では、「交通安全教育の推進」や「保険加入促進」

を進めやすくなったとし、さらに、「交通安全教育活

動の強化」と「保険加入促進」を優先すべき施策とし

ている(表-3)。これらのことから、市民意識の欠如と

自転車事故増加を背景に、その改善のために主体の

役割と責務を明確にして、交通安全教育の推進と保

険加入促進を図ろうとしていることがわかる。 

表-3 施策展開と優先課題(主体の役割・責務) 

 

(3)交通安全教育の充実と施策展開との関連性 

交通安全教育の充実が規定されている場合、主体

の責務と同様に、事故増加と市民意識の欠如を背景

としているものの、交通安全教育不足が背景として

抽出されなかった。しかし、一方で、交通安全教育と

条例の広報・啓発が進めやすくなったことから、交通

安全教育活動の強化と保険加入促進を優先的に実施

しようとする姿勢がうかがわれる(表-4)。 

表-4 施策展開と優先課題(交通安全教育の充実) 

 

5 本研究の結論と今後の課題 

(1)結論 

本研究の結果から、条例制定により、各主体の役

割・責務を明確にして交通安全教育を充実させよう

としていることがわかった。しかし、依然として重要

課題と位置づけられていることから、交通安全教育

のさらなる充実が望まれる。一方で、保険加入やヘル

メット着用などの安全利用に関する項目が、各々の

状況に応じて明示されていることも明らかとなった。  

 (2)今後の課題 

本研究で得た知見を各自治体にフィードバックし、

今後の活用可能性や課題について再度調査すること

で、条例制定の役割やその効果をさらに明確にし、施

策展開に寄与する条件を整理する必要がある。 
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